
【討議資料】福祉政策と雇用政策の国際比較から見たわが国の特徴と方向性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）OECD データ 
社会的支出のＧＤＰ比 ２００１年 経済成長率 ００－０６平均 財政収支 ００－０６平均 ジニ係数 ２０００年 
相対的貧困率 ２０００年 現物給付と現金給付 ２００５年 雇用の弾力性 ２００８年 積極的労働市場政策 ２００７年 
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雇用保障への政府関与 

社会保障への支出 

資料２－１ 

日 本 

社会的支出のＧＤＰ比：小さい（１８．６％） 
経済成長率     ：低い（１．４％） 
財政収支      ：赤字（▲６．７％） 
格差／ジニ係数   ：大きい（０．３２１） 
相対的貧困率    ：大きい（１５．３％） 
現物給付と現金給付 ：現金給付が大きい（１０．２％） 
雇用の弾力性    ：低い（第９位） 
積極的労働市場政策 ：小さい（０．１６％） 
地方分権      ：高い 
地方財源（税制）  ：主）所得課税、補完）資産課税、 
                     消費課税 

スウェーデン／北欧型 

社会的支出のＧＤＰ比：大きい（２９．４％） 
経済成長率     ：高い（２．６％） 
財政収支      ：黒字（１．４％） 
格差／ジニ係数   ：小さい（０．２３４） 
相対的貧困率    ：小さい（５．３％） 
現物給付と現金給付 ：現物給付が大きい（１３．７％） 
雇用の弾力性    ：低い（第１３位） 
積極的労働市場政策 ：大きい（１．１２％） 
地方分権      ：高い 
地方財源（税制）  ：所得課税、特に個人所得課税 

アメリカ／アングロサクソン型 

社会的支出のＧＤＰ比：小さい（１５．９％） 
経済成長率     ：高い（３．０％） 
財政収支      ：赤字（▲２．８％） 
格差／ジニ係数   ：大きい（０．３８１） 
相対的貧困率    ：大きい（１７．１％） 
現物給付と現金給付 ：現物給付が小さい（７．８％） 
雇用の弾力性    ：高い（第１位） 
積極的労働市場政策 ：小さい（０．１３％） 
地方分権      ：高い 
地方財源（税制）  ：資産課税に特化 

ドイツ／大陸ヨーロッパ型 

社会的支出のＧＤＰ比：大きい（２６．７％） 
経済成長率     ：低い（１．２％） 
財政収支      ：赤字（▲２．７％） 
格差／ジニ係数   ：中間（０．２９８） 
相対的貧困率    ：中間（９．８％） 
現物給付と現金給付 ：現金給付が大きい（１５．９％） 
雇用の弾力性    ：低い（第２１位） 
積極的労働市場政策 ：大きい（０．７７％） 
地方分権      ：低い 
地方財源（税制）  ：主）所得課税、補完）資産課税 

日本の特徴と方向性 

○日本の特徴 

日本型の生活保障は福祉レジームが弱く、その分雇

用レジームの役割が大きかった。雇用保障に力点をお

いた点では北欧と同じであるが、日本のアプローチは、

積極的労働市場政策ではなく、会社が潰れにくい仕組

みを作り出し、そこで働く男性稼ぎ主の所得が家族を

支えるよう設計された。 
大きな雇用レジーム ⇒ 企業単位での雇用保障 
小さな福祉レジーム ⇒ 抑制された社会保障支出 
            現役世代支援の弱さ 
 
○日本の方向性 

①現金給付よりもサービス給付を充実させる政府のあ

り方を追求 
②新しい知識集約型成長産業へと、人材を移動させる

ために、積極的労働市場政策を展開できる政府＝知

識による知識の革新を可能にする人材育成を、社会

的インフラストラクチュアとして整備する生産能力

者国家が形成される必要がある。 
 
【主な論点】 

①日本のとるべき方向性について 
②国民負担率の上昇についての国民的合意の形成 
③現物給付と現金給付について 
④産業政策と雇用政策の連携について 
⑤日本における積極的労働市場政策について 
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